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平成１７年３月期 個別中間財務諸表の概要                    平成１６年１１月２４日 
上 場 会 社 名     ダイソー株式会社         上場取引所      大・東 

コ － ド 番 号     ４０４６             本社所在都道府県   大阪府     

（ＵＲＬ http://www.daiso.co.jp/） 

代  表  者    役職名 代表取締役社長          氏名 佐藤 存 
問合せ先責任者    役職名 常務取締役管理本部長       氏名 上出 修     Ｔ Ｅ Ｌ（06）6443-5501 

決算取締役会開催日  平成１６年１１月２４日       中間配当制度の有無     有 

中間配当支払開始日  平成１６年１２月１０日       単元株制度採用の有無    有（１単元 1,000株） 

 

１．１６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 

（１）経営成績                                                     （注）百万円未満は切り捨てて表示している。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

       百万円        ％       百万円       ％       百万円       ％
16年9月中間期   20,623 10.9      790  38.9     851 43.8 

15年9月中間期   18,592 △  7.2      569 13.6     592 17.2 

16年3月期   38,836     1,246     1,201  

     

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益

       百万円       ％             円      銭

16年9月中間期     445 102.5        5       61 

15年9月中間期     220 28.1        2       78 

16年3月期     564        6       73 

（注）①期中平均株式数 16年9月中間期 79,397,604株 15年9月中間期 79,118,789株 16年3月期 79,113,875株 
   ②会計処理の方法の変更              無 
   ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

（２）配当状況 

      １株当たり 

   中間配当金

  １株当たり 

   年間配当金
 

    円     銭     円   銭

16年9月中間期   2       50 －  

15年9月中間期     －     －  

16年3月期 －    4   00 

 

（３）財政状態 

    総   資   産     株 主 資 本     株主資本比率  1株当たり株主資本 

            百万円            百万円              ％     円   銭
16年9月中間期    51,587 24,601 47.7     258      12 

15年9月中間期    43,167 19,693 45.6     248      92 

16年3月期    47,400    20,530       43.3    259      13 

（注）①期末発行済株式数 16年9月中間期 95,307,697株 15年9月中間期 79,114,222株 16年3月期 79,105,078株 
  ②期末自己株式数  16年9月中間期    607,549株  15年9月中間期   585,175株  16年3月期   594,319株 
 

２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

     売   上   高    経 常 利 益    当期純利益 1株当たり年間配当金 

     期   末  

          百万円          百万円          百万円    円   銭    円   銭  

 通      期 42,000     1,700     750      2   50  5  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）      7 円 87 銭 

 

（注）上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって異なる結

果となる可能性があります。 
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 中  間  貸  借  対  照  表  

 

当 中 間 期 

(平成16年9月30日現在) 

前 中 間 期 

(平成15年9月30日現在) 

前         期 

(平成16年3月31日現在) 科          目 

金     額 構成比 金    額 構成比

増    減 

金     額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流  動  資  産 ２８，７９０ 55.8 １９，７６１ 45.8 ９，０２９ ２４，０１８ 50.7

現金及び預金 ３，９０７  ８２４  ３，０８３ １，７６５

受 取 手 形 ５，４３９  ５，１３２  ３０７ ５，０５２

売 掛 金 ８，８５３  ７，１８４  １，６６９ ７，０９４

有 価 証 券 ３，２０９  １０３  ３，１０６ ２，９９９

た な 卸 資 産 ５，１４３  ４，９７８  １６５ ４，６６１

繰延税金資産 ５５７  ５０３  ５４ ４６４

立 替 金 １，３８７  ８２７  ５６０ １，５１６

そ の 他 ２９３  ２０７  ８６ ４６３

貸 倒 引 当 金 △       １  △       １  － △       １

固  定  資  産 ２２，７９６ 44.2 ２３，４０５ 54.2 △１，６０９ ２３，３８１ 49.3

(有形固定資産) １３，７７２ 26.7 １４，６２５ 33.9 △１，８５３ １３，９６３ 29.5

建 物 ２，９６２  ３，０３７  △１， ７５ ３，０２７

機械及び装置 ６，６８１  ７，５９７  △１，９１６ ７，０８１

土 地 １，３６８  １，３６９  △１，  １ １，３６８

そ の 他 ２，７５９  ２，６２１  １３８ ２，４８５

(無形固定資産) ２７０ 0.5 ３３９ 0.8 △１， ６９ ３０４ 0.6

(投資その他の資産) ８，７５４ 17.0 ８，４４０ 19.5 ３１４ ９，１１３ 19.2

投資有価証券 ７，６７８  ７，３４７  ３３１ ８，０７７

そ の 他 １，０７６  １，１０４  △１， ２８ １，０３７

貸 倒 引 当 金 △      １  △     １１  １，５１０ △      １

資  産  合  計 ５１，５８７ 100.0 ４３，１６７ 100.0 ８，４２０ ４７，４００ 100.0
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当 中 間 期 

(平成16年9月30日現在) 

前 中 間 期 

(平成15年9月30日現在)

前             期 

(平成16年3月31日現在)   科         目 

金   額 構成比 金   額 構成比

 増     減 

金   額 構成比

 百万円   ％      百万円   ％   百万円     百万円    ％

流  動  負  債 １４，２５７ 27.6 １５，０９０ 35.0 △  ８３３ １３，４７３ 28.4

支  払  手  形 １，３３１  １，１４５  １８６ １，４４１  
買   掛   金 ６，２４４  ４，９８９  １，２５５ ５，３４２  
短 期 借 入 金 １，１９０  ２，２３０  △１，０４０ １，９３０  
１年以内返済予定の 

長 期 借 入 金 
１，８９４  ２，１４０  △３，２４６ １，６６６  

未払法人税等 ５０３  ２９２  ２１１ ３１３  
そ   の   他 ３，０９３  ４，２９２  △１，１９９ ２，７７９  

固  定  負  債 １２，７２８ 24.7 ８，３８３ 19.4 ４，３４５ １３，３９５ 28.3

社 債 １，０００  １，０００  － １，０００  
新株予約権付社債 ４，９５９  －  ４，９５９ ５，０００  
長 期 借 入 金 ３，４８４  ４，１６９  △３，６８５ ３，８５６  
繰延税金負債 １６１  １５２  ９ ４９７  
退職給付引当金 ２，４７４  ２，４０７  ６７ ２，３３０  
役員退職慰労引当金 ４９２  ４９７  △３，  ５ ５５３  
そ の 他 １５６  １５６  － １５６  

負  債  合  計 ２６，９８６ 52.3 ２３，４７３ 54.4 ３，５１３ ２６，８６９ 56.7

資   本   金 ８，５１９ 16.5 ６，２８２ 14.5 ２，２３６  ６，２８２ 13.2

資 本 剰 余 金 ７，０３３ 13.6 ４，７９７ 11.1 ２，２３５ ４，７９７ 10.1

資 本 準 備 金 ７，０３３ ４，７９７ ２，２３５ ４，７９７ 

利 益 剰 余 金 ７，２１０ 14.0 ６，７６８ 15.7  ４４２ ７，１１３ 15.0

利 益 準 備 金 １，２０２ １，２０２ － １，２０２ 

任 意 積 立 金 ５，２４０  ５，２４０  － ５，２４０  
中間(当期)未処分利益 ７６７  ３２５  ４４２ ６７０  

その他有価証券評価差額金 １，９５２ 3.8 １，９５１ 4.5 １ ２，４４６ 5.2

自  己  株  式  △  １１４ △ 0.2 △ １０７ △ 0.2 △３，  ７ △ １１０ △0.2

資  本  合  計 ２４，６０１ 47.7 １９，６９３ 45.6 ４，９０８ ２０，５３０ 43.3

負債及び資本合計 ５１，５８７ 100.0 ４３，１６７ 100.0 ８，４２０ ４７，４００ 100.0

(当  中  間  期)       (前  中  間  期)        (前        期) 

（注）１．受取手形割引高               －百万円            519百万円             －百万円 

   ２．有形固定資産減価償却累計額            41,532百万円        42,563百万円            41,558百万円 

   ３．担保に供している資産                   3,280百万円           4,226百万円             3,492百万円 
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 中  間  損  益  計  算  書  

 
当  中  間  期 
平成16年4月 1日から 

平成16年9月30日まで 

前  中  間  期 
平成15年4月 1日から 

平成15年9月30日まで 

前              期 
平成15年4月 1日から 

平成16年3月31日まで 
 

金    額 百分比 金   額 百分比

増   減 

金   額 百分比

 百万円   ％      百万円   ％   百万円     百万円    ％

売 上 高 ２０，６２３ 100.0 １８，５９２ 100.0 ２，０３１ ３８，８３６ 100.0

売 上 原 価 １６，３０３ 79.1 １４，５２０ 78.1 １，７８３ ３０，６１１ 78.8

売 上 総 利 益 ４，３１９ 20.9 ４，０７２ 21.9 ０，０２４７ ８，２２４ 21.2

販売費及び一般管理費 ３，５２８ 17.1 ３，５０３ 18.8 ２５ ６，９７７ 18.0

営 業 利 益 ７９０ 3.8 ５６９ 3.1 ２２１ １，２４６ 3.2

営 業 外 収 益 １９０ 0.9 １７５ 0.9 １５ ３６０ 0.9

(受取利息・配当金) （  ９３）  （  ７７）  （  １６） （ １４３）  
( 雑 収 入 ) （  ９７）  （  ９８）  （△  １） （ ２１６）  
営 業 外 費 用 １２９ 0.6 １５２ 0.8 △０， ２３ ４０５ 1.0

( 支 払 利 息 ) （  ５２）  （  ６８）  （△ １６） （ １３３）  
( 雑 支 出 ) （  ７６）  （  ８３）  （△  ７） （ ２７２）  
経 常 利 益 ８５１ 4.1 ５９２ 3.2 ２５９ １，２０１ 3.1

特 別 利 益 ２４４ 1.2 － － ２４４ ５２８ 1.4

特 別 損 失 ２７１ 1.3 １２８ 0.7 １４３ ５７６ 1.5

税引前中間(当期)純利益 ８２５ 4.0 ４６３ 2.5 ３６１ １，１５３ 3.0

法人税、住民税及び 

事 業 税 
４６６ 2.2 ２６０ 1.4 ２０６ ５０８ 1.3

法人税等調整額 △０， ８６ △0.4 △  １６ △0.1 △０， ７０ ８１ 0.2

中間(当期)純利益 ４４５ 2.2 ２２０ 1.2 ２２５ ５６４ 1.5

前 期 繰 越 利 益 ３２１  １０５  ２１６ １０５  
中 間 配 当 額 －  －  － －  
中間(当期)未処分利益 ７６７  ３２５  ４４２ ６７０  

        
       (当  中  間  期)        (前  中  間  期)          (前        期) 

（注）減価償却実施額         

   (１) 有形固定資産             ９６３百万円        １，０５５百万円            ２，０８１百万円 

   (２) 無形固定資産            ３５百万円            ３４百万円              ６９百万円 
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 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  
１．有価証券の評価基準および評価方法 

満期保有目的債券・・償却原価法 

子会社株式および 

  関連会社株式・・移動平均法による原価法 

その他有価証券・・・時価のあるものは、中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）で、時価のないものは、移動平均法による原価

法 

 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

製     品・・ 総平均法による低価法 

仕   掛   品・・ 総平均法による原価法 

原材料・貯蔵品・・ 移動平均法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・機械装置のうち無機関係設備および一部の有機関係設備は定額法、その他の有機関係設備および研究

開発設備は定率法によっています。その他の有形固定資産は定額法によっています。なお、耐用年数

については主として下記のとおりとなっています。 

建物：平均２４年 

機械装置：平均７年 

  無形固定資産・・定額法によっています。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっています。 

 

４．引当金の計上基準 

 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、財務内容評価法により、回収不能見込額を計上しています。 

 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を計上しています。なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しています。 

 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく当中間期末要支給見積額を計上しています。 

 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しています。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

ヘッジ方針 

市場金利の変動リスクを回避するために、ヘッジ手段を選定し、取締役会の承認のもとに実行しています。 

ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理を採用している金利スワップのみのため省略しています。 
 
７．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 
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（追加情報） 

  

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法 

   実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表されたことに伴い、当中間期から同実務対応報告に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割30百万円を販売費及び一般管理費として処理しています。 

 

 

リ ー ス 取 引 関 係  
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
                                  (当  中  間  期)     (前  中  間  期)        (前    期) 

（１）取得価額相当額                   ９２百万円       ８８百万円      ８８百万円 

   減価償却累計額相当額                  ８１百万円       ６４百万円      ７２百万円 

   中間期末(期末)残高相当額                 １０百万円       ２３百万円      １５百万円 

   上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」です。 

（２）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 １年内    ５百万円       １６百万円      １０百万円 

                       １年超    ５百万円        ６百万円       ４百万円 

                       合 計   １０百万円       ２３百万円      １５百万円 

（３）支払リース料（減価償却費相当額）           ８百万円       １０百万円      １８百万円 

（４）減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっています。 

（５）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法によっています。 
 

 

 有 価 証 券 関 係  

 

当中間期末、前中間期末および前期末の子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 

 
 

発 行 済 株 式 数 の 増 加 
 

 
発行年月日 発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 資本組入額（円） 

平成１６年７月３０日 
新株予約権の行使 

(ストックオプション) 
390,000 197 99

平成１６年８月３１日 
新株予約権の行使 

(ストックオプション) 
90,000 197 99

平成１６年９月３０日 
第三者割当による新株

式の発行 
15,600,000 278 139

平成１６年９月３０日 
新株予約権の行使 

(新株予約権付社債) 
135,849 301.8 151

 


